
（大東京信用組合） 

（別紙様式３） 

 

【機能強化計画の要約（別紙様式 3）】 

 

1. 15 年 4 月から 16 年 9 月までの全体的な進捗状況及びそれに対する評価 

当組合は、地域金融機関に関する本年度までの「集中改善期間」の中で「リレーションシップバンキング機能強化計画」を策定し、地域金融機関として地域の

中小企業への再生支援と当組合の健全性の確保、収益性の向上を旨に取り組んでおります。 

平成１６年度も引き続き企業の再生支援と地域の中小企業、個人事業者への資金ニーズへの対応に取組み徐々に実績も上がり、機能強化計画推進の効果

が顕れております。 

また、お客様への説明態勢の整備、苦情・相談処理機能の充実などコンプライアンスの強化に向けた取組みを実施し、経営の健全化に向けた自己査定の厳

格化、ガバナンスの強化、更には情報開示にも着実に成果が顕れております。 

一方では、平成１６年上期まで取組んだものの成果を上げるまでには至らない項目もございますが、下期には残された項目に対して積極的な取組みを図って

まいります。 

 

2. 16 年 4 月～16 年 9 月までの全体的な進捗状況及びそれに対する評価 

「集中改善期間」の２年目に入り、１６年上期の実施スケジュールに沿った取組みと１５年度において取組んだものの成果を上げるまでには至らない項目につい

ても取組んでまいりました。この結果、実施スケジュールに掲げた目標については、進行中のものを含めると着実に進捗しているものと評価しております。 

 

個別項目における成果等については、下記の通りです。 

① 「Ⅰ.中小企業金融の再生に向けた取組み」については、事業再生プロジェクトチームを中心とした取組みにより、取引先のランクアップも４４件の成果を 
上げる事ができました。また、事業再生向け融資への取組みにおいても、徐々に成果が表れております 

② 「Ⅱ.各金融機関の健全性の確保、収益性の向上に向けた取組み」については、計画したスケジュールの大宗を実施することができたものと考えて     
おります。 

 

以上  
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3.アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況 

スケジュール 進捗状況 備考 
項 目 具体的な取組み 

１５年度 １６年度 15年 4月～16年 9月 16年 4月～16年 9月 （計画の詳細） 
Ⅰ.中小企業金融の再生に向けた取組

み 

      

１.創業・新事業支援機能等の強化       
（1） 業種別担当者の配置 
等融資審査態勢の強化 

 
 

・研修制度充実により審

査及び融資相談対応

能力ｱｯﾌﾟを図る 

・特定業種や創業支援に

係る専門審査担当の

養成とチェックポイ

ントのﾏﾆｭｱﾙ化 

・外部研修受講と内部研

修の強化 
・特定業種等専門審査担

当者の配置態勢の確

立 
 
 

・研修の継続実施 
・審査手引書設定 

(ﾁｪｯｸﾎﾟｲﾝﾄﾏﾆｭｱﾙ) 
・取組み実績の検証 
と効果的施策 

 
 

・外部研修へ 24 回参加

・20 名の融資トレーニ

ーを実施 

・土曜休日研修 10 回実

施（延 1,673 名参加）

・外部研修へ 7回参加 

・土曜休日研修 1回実施

（延 172 名参加） 

・特定業種のチェックポ

イントのマニュアル

化に着手した。 

・問題解決型の融資渉

外への能力向上を

図り、審査のスピー

ド化により融資ニ

ーズに応える態勢

をつくる。 

（3）産学官とのネットワーク
の構築・活用や日本政策投

資銀行との連携。「産業ク

ラスターサポート会議」へ

の参画 

・産業クラスターへの参 
画により、ネットワー

クを構築 
（専担設置） 

・「産業クラスターサポ

ート会議」への参画 
・融資審査態勢の強化 

・新事業･創業支援の

ため新商品を開発

し積極的な推進を

展開 
 

・地域産業クラスターサ

ポート会議に 2 回参

加した。 

 

 

・独立開業資金の対応商

品「大信ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾛｰﾝ」

を創設した。 

 

 

（4）ベンチャー企業向け業務
に係る、日本政策投資銀

行、中小企業金融公庫、商

工組合中央金庫等との情

報共有、協調投融資等連携

強化 

・ベンチャー企業向けの

中小公庫などの代理

貸付及び併せ貸しの

取組み 
 
・商工中金との協調融資 

・中小公庫、商工中金、

国民生活金融公庫等

との情報交換 
・業務部と融資部に担当

窓口を設置 
・各業務委託機関との情

報交換とそれに基づ

く協議・すり合わせベ

ンチャー企業向けを

推進 
 

・代理貸付、協調融資

の具体的取組 
・上部団体との連携強

化による情報の共

有化 
 
 
 

・関係金融機関との窓

口ができた。 
・中小企業ベンチャー

総合支援センターに

ついて全支店に周知

した。 
・都信協との連携によ

る協調融資説明会に

出席した。 
 

・行政主催の各種説明

会へ参加した。 
 

・協調融資等を含め商

工中金等関係機関

との連携の強化が

必要とされる。 
 

 
 

（5）中小企業支援センターの
活用 

・中小企業支援センター

との連携強化窓口の

設置 
・情報提供 
 

・中小企業支援センター

との情報交換により、

資金相談業務の研究 
・しんくみテレホン相談

室の有効活用 

・相談窓口の設置と相

談員の配置 
・ホームページによる

情報開示の実施 
 
 
 
 
 
 

・都信協主催の中小企

業総合事業団の新規、

開業支援助成事業等

の施策説明会へ参加

した。 

・営業店に中小企業支

援センターの案内、し

んくみテレホン相談

室の開設について情

報提供した。 

・経営革新支援策利用

者のための計画策定

を支援する窓口とし

て「中小企業センタ

ー」活用の為の案内を

各店に配布した。 

・相談窓口については、

融資窓口を強化し補

完する態勢とした。 
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スケジュール 進捗状況 備考 
項 目 具体的な取組み 

１５年度 １６年度 15年 4月～16年 9月 16年 4月～16年 9月 （計画の詳細） 
２.取引先企業に対する経営相

談・支援機能の強化 

 
 

       

 （1）経営情報やビジネス・マ
ッチング情報を提供する

仕組みの整備 

・経済講演会、研究会の

充実 
・景況調査の充実、継続

実施 
・不動産売買情報の提供 
 
・異業種交流会の設置に

よるビジネスチャン

スの提供 

・年３回実施 
 
・年２回実施 
 
・上期：専門チームを本

部内に設置 
・上期：専門チームを本

部内に設置 
 

・年３回実施 
 
・年２回実施 
 
・下期までに実施 
 
・下期までに実施 

・合同時局講演会 1回、

経済講演会 3 回実施

し異業種交流、ﾋﾞｼﾞﾈ

ｽﾁｬﾝｽを創出した。 

・景況調査年 2回実施し

「中小企業景況調査

結果概要」を作成、情

報提供した。 

・不動産売買情報の提供

については導入を進

めているイントラネ

ット対応を検討する。

・Ｈ16.7.14 時局合同講

演会と店舗間の紹介

運動を実施し、異業種

交流、ビジネスチャン

スを創出した。 

・第 46 回「中小企業景

況調査」を実施した。

・取引先への情報提供

機能を強化するため

分野別顧客相談のネ

ットワークを構築す

る準備を行った。 

・上部団体等との連携

により経営情報や

ビジネス・マッチン

グ情報の内容を充

実させ、取引先ニー

ズにお応えできる

態勢を確立する。 

（3）要注意先債権等の健全債
権化及び不良債権の新規

発生防止のための体制整

備強化並びに実績公表 

・事業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

の創設 
・審査部内に再生担当

専任者を配置 
・審査能力向上の為の

研修実施 
・債務者区分ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ基準
の制定 
・ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ先の公表 

・事業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

を発足 
・企業再生支援人材育

成のための研修参加 
・対象となる企業の選

定と支援策の研究 
 

・前年度取組み実績

の検証による改善

策の検討（成功例・

失敗例に基づく施

策の見直し） 
・業績評定にﾗﾝｸｱｯﾌﾟ

実績の組み入れ 
・ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ実績(先数)
の公表 

 

・本部融資部員と営業

店管理職経験者で構

成する「事業再生プロ

ジェクトチ－ム」を創

設した。 

・営業店と連携しラン

クアップ策を実施 

15 年度実績：159 件 

16 年度実績： 44 件 

・新規延滞の発生防止

のため、日別管理の手

法を導入した。 

・事業再生の内部研修

を７回実施した。 

・経営改善指導の結果、

44 件のランクアップ
実績があった。 
・再生支援能力の向上

を図るため、外部講師

による研修と内部研

修を実施した。 

・金融検査ﾏﾆｭｱﾙ(中小
企業編)に対応した
自己査定基準に基

づき、顧客との相互

理解を深め推進す

る 
 

  

  （5）「地域金融人材育成シス
テム開発プログラム」等へ

の協力 

 
 

 
 

 ・取組まない 
 

３.早期事業再生に向けた積極的取
組み 

        

 （1）中小企業の過剰債務構造
の解消・再生の取組み。

「早期事業再生ガイドラ

イン」の趣旨を踏まえた事

業再生への早期着手 

・事業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

の創設 
・研修会参加、人材育成 
・外部コンサルタント等

との提携 
・事業再生に向けた商品

開発 

・事業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

による推進 
・外部コンサルティング

先の選定と提携の具

現化 
・資本とみなせる商品開

発の具現化 

・再生見込先の選定と

補充 
・改善計画の策定等支

援策の実行 
・経過、実績の分析・

把握とそれに基づ

く対応策強化 

・事業再生プロジェクト

チームを中心とし、事

業再生融資 106 件、

10,895 百万円の取組

みを行なった。 

・事業再生向けの 5種類

の新商品を提供した。

・事業再生融資 28 件

4,569百万円の取組み

を行なった。 

・取引先への情報提供と

再生支援強化のため

分野別顧客相談のネ

ットワークを構築す

る準備を行った。 

・対象となる取引先層

に対し、積極的なア

プローチを実施す

る。 
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スケジュール 進捗状況 備考 
項 目 具体的な取組み 

１５年度 １６年度 15年 4月～16年 9月 16年 4月～16年 9月 （計画の詳細） 
（2）地域の中小企業を対象と
した企業再生ファンドの

組成の取組み 

    
 

 ・取組まない 
 

（3）デッド・エクイティ・ス
ワップ、ＤＩＰファイナン

ス等の活用 

    
 

 ・取組まない 
 

（4）「中小企業再生型信託ス
キーム」等、ＲＣＣ信託機

能の活用 

・事業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

の創設 
 
・RCC との連携強化に
よる案件の肩代わり 

・事業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

による推進 
・ＲＣＣ企業再生一部と

個別肩代り先につい

て検討 
・再生型信託ｽｷｰﾑについ

て上部団体へｼﾝｼﾞｹｰﾄ

化等の打診 

・ＲＣＣとの連携を深

め、個別先の肩代わ

りを推進 
・取組み実績とその効

果を検証し、次年度

以降の対応を充実

強化 
 

・ＲＣＣ企業再生第一部

と事業再生案件、肩代

りについて協議した。

・ＲＣＣ肩代りを 4件,

404 百万円実行した。

 

・ＲＣＣ企業再生第一部

と事業再生案件、肩代

りについて協議した。

・ＲＣＣ肩代りを 1 件

87 百万円実行した。

 

・「信託スキーム」は

上部団体によるシ

ンジケート化も難

しく、現状において

取扱うにはなじま

ず、取組まない。 

（5）産業再生機構の活用  
 

    ・取組まない 

 

（6）中小企業再生支援協議会
への協力とその機能の活

用 

・事業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ

内に専担者を設置し

専門家とのネットワ

ークを構築 

・支援協議会への参加と

情報交換並びに案件

の発掘と推進 
 

・案件の具現化 
・ネットワーク機能の

定着化 
 

・都信協主催の「東京都

中小企業再生支援協

議会の活用に関する

説明会」に参加した。

・東京都中小企業再生

支援協議会の担当者

と事前相談制度につ

いて情報交換をした。

 

４.新しい中小企業金融への取組み
の強化 

       

（1）ローンレビューの徹底、
財務制限条項やスコアリ

ングモデルの活用等。第三

者保証の利用のあり方 

・審査能力向上の研修 
・キャッシュフローの重視 
・ローンレビューの徹底 
・過度な第三者保証に依

存しない取組みの推

進 

・審査能力の向上に向け

内外の研修への参加 
・過度な第三者保証に依

存しない取組みの徹

底 

・キャッシュフローを

重視する審査とそ

のモニタリング方

法の策定 
・ローンレビューの徹

底 
 

・ＳＫＣ「中小企業再生

支援システム」の検討

をした。 

・審査能力向上のため

の外部研修へ年間 24

回参加した。 

・職員のための内部研

修（土曜休日研修）を

10 回実施した。 

・審査能力向上のため

の外部研修へ 7 回参

加した。 

・職員のための内部研

修（土曜休日研修）は

1回実施した。 

・過度な第三者保証に

依存しない取組みに

ついては、具体的な案

件毎に対応した。 

・住宅ローンなど消

費者資金からスコ

アリングモデルの

活用を行い融資の

迅速化を目指す。 
・計画通り改善が進

んだ企業に対する

優遇措置の適用を

図る 

 

 

（3）証券化等の取組み  
 

    ・取組まない 

  （4）財務諸表の精度が相対的
に高い中小企業に対する

融資プログラムの整備 

・法人信用格付先から対

象先を抽出 
・融資プログラムの整備 
 

・割手特別枠による優遇

融資の取組み 
 

・法人信用格付制度に

よる融資プログラ

ムの整備 
・新商品への取り組み

と実行（小口事業資

金） 

・割引手形特別レート融

資の推進をした。 

・小口事業資金商品を創

設した。 

・融資推進の対象先を抽

出した。 

 

・無担保第三者無保証

ロ－ン「ﾋﾞﾋﾞｯﾄﾞ 300」
を開発し、品揃えに追

加した。 

 

 

・融資プログラム化

を背景として、融資

のクイックレスポ

ンスを実現する。 
・小口無担保事業資

金の商品化を図る。 
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スケジュール 進捗状況 備考 
項 目 具体的な取組み 

１５年度 １６年度 15年 4月～16年 9月 16年 4月～16年 9月 （計画の詳細） 
 （5）信用リスクデータベース

の整備・充実及びその活用 
・法人信用格付システム

の稼動 
・個人格付導入 
・ポートフォリオの適正

な管理 

・信用リスクの計量化に

向けた格付制度の整

備 
・各種データの整備と分

析 

・個人格付制度の導入 
・法人格付制度の本格

稼動 
・ポートフォリオ管理

態勢の整備 

・法人先 1,903 社の信

用格付を実施した。 

・格付遷移分析を 15 年

度 933 社実施した。 

・個人事業主格付制度

の導入は現在調整中

である。 

・490社の格付遷移分析

を行った。 

・個人事業主格付制度

は導入に向けて準備

している。 

・倒産発生先のデ－タ

集計を実施した。 

・融資プログラム化

のための格付制度

の整備は不可欠で

あり並行作業とし

て進める。 
 

 

５ .顧客への説明態勢の整備、相
談・苦情処理機能の強化 

       

（1）銀行法等に義務付けられ
た、貸付契約、保証契約の

内容等重要事項に関する

債務者への説明態勢の整

備 

・取引約定書の様式変更 
・貸付契約、保証契約な

どの重要事項に関す

る説明態勢の体系化 
・内部規程の制定 

･確認書類作成の段階的 
な着手 

 
 

・内部規程の策定と研

修の実施 
・説明態勢の体系化 
 

・信用組合取引約定書の

契約書（案）、解説（案）

を作成した。 

・新商品（全国保証㈱の

保証住宅ローン）に商

品説明の確認書を導

入した。 

・新商品の開発に伴い、

「商品内容等の説明

確認書」を作成した。

・商品の説明ならびに

商品内容等の説明確

認書を導入した。 

・「信用組合取引約定

書(新規契約用と変更

契約用)」を作成し、

リーガルチェックを

済ませた。 

 

 

・取引約定書の双方の

対等契約への変更

を行う。 
・「与信取引に関する

顧客への説明態勢

等に係る規定」を作

成し、重要事項の説

明態勢を改善し体

系化する。 
 

（2）「地域金融円滑化会議」の
設置・開催 

・都信協及び出席した他

組合からの情報収集

を図る 
･上部団体と連携した相

談窓口の設置 

・収集した情報の業務へ

反映する態勢構築 
・「地域金融円滑化会

議」や苦情相談窓口

からの情報フィー

ドバック態勢の確

立 

・地域金融円滑化会議に

参加した。 

・他金融機関の苦情相談

処理体制等の情報を

蓄積した。 

・地域金融円滑化会議

の結果報告を収集し、

対応処理状況の情報

蓄積をした。 

 

 

・借り手と貸し手の

双方が共通の認識

に立った上で、取引

先ニーズに沿った

融資態勢を推進す

る。 

  

（3）相談・苦情処理体制の 
強化 

・上部団体と連携し体制

を整備する 
・「お客様相談室」（苦情

専用ホットライン）の

創設と強化体制を図

る 
・｢一報・報告｣の導入と

管理体制の構築 

・体制の整備（上期） 
 
・「お客様相談室」の設

置（下期） 
 
・一報・報告｣の導入 
（上期） 

 

・体制の強化と「お客

様相談室」、｢一報・

報告｣の活用 
 
 
 
 
 

・お客様相談室を本部

業務部内に設置した。

・問題発生時における

報告のシステム化を

図った。 

・テレホン相談室の案

内において上部団体

との連携が図られた。

・お客様相談室を本部

業務部内に設置し「お

客様相談室」の案内を

ＨＰに掲載した。 

・問題発生時における

報告のシステム化を

図った。 

・｢一報・報告｣とは問

題が発生した場合

に、速やかに経営ト

ップに伝え、早期解

決を目指すシステ

ムである。 
 

 
 
 
 
 
 
 

６.進捗状況の公表 
 
 
 
 
 
 
 

・コミュニティに富んだ

透明度の高い内容と

方法により公表 
 
 

・機能強化計画の公表、

情報開示基準の改定、

４月～９月の実績は

ホームページで開示、

次いで詳細はディス

クロージャー誌によ

り公表 

・１６年３月期以降、

半期ごとにホーム

ページ、ディスクロ

ージャー誌による

公表 
 
 

・ホームページで「リレ

バンの機能強化計画」

の要約と進捗状況に

ついて公表した。 

・ディスクロージャー誌

の半期開示は冊紙お

よびＨＰで公表した。

・リレバンの機能強化

計画の進捗状況をデ

ィスクロージャー誌、

ＨＰ、組合機関誌「信

友」で公表した。 

 

  



（大東京信用組合） 

スケジュール 進捗状況 備考 
項 目 具体的な取組み 

１５年度 １６年度 15年 4月～16年 9月 16年 4月～16年 9月 （計画の詳細） 
Ⅱ.各金融機関の健全性の確保、収益性

の向上等に向けた取組み 

       

１.資産査定、信用リスク管理の強
化 

       

（1）①適切な自己査定及び償
却・引当の実施 

・監査法人の指導による

査定者能力アップ 
・査定の厳格化のシステ

ムと検証ルールの見

直し 
・信用組合の情報センタ

ー（ＳＫＣ）の自己査

定システムの導入を

検討 

・自己査定関連規程の見

直し 
・１５年度仮決算より既

存データ実績による

引当基準に改正 
・研修の強化による内部

査定者ライセンス制

を導入 

・自己査定の集計シス

テムの見直し 
・格付と査定・担保評

価のＳＫＣ統合シ

ステムへの加入 
 

・監査法人による自己査

定の研修と査定者能

力の向上に努めた。 

・自己査定基準、償却引

当基準を一部改訂 

・内部査定者ﾗｲｾﾝｽ制度

の導入と研修を実施 

・「債権償却の手引き」

を作成した。 

・内部査定者ﾗｲｾﾝｽ制度

に基づき、研修を実施

した。 

・ＳＫＣの「個人事業主

信用格付システム」の

導入については、ＳＫ

Ｃと協議したうえで

早期に実施したい。 

 

・事務ガイドラインと

金融検査ﾏﾆｭｱﾙ(中
小企業編)と整合を
図るため、自己査定

基準の改正を行な

い、事業再生取組み

適切化・健全化を促

進する 
 

 

 

（1）②担保評価方法の合理性、
処分実績からみた評価精

度に係る厳正な検証 
 

・担保処分実績データ

の蓄積により、評価方

法を検討する 
・不動産担保評価シス

テムを導入する 

・処分実績データに基づ

く適正掛目を策定す

る 
 
 

・不動産担保評価シス

テムを導入する。 
・信用リスク管理への

応用策の検討 
 

・不動産鑑定評価書の記

載事項のチェック表

を作成した。 

・競売、任売の事例デー

タ分析（15 年度：40

件、16 年度：32 件）

・不動産担保評価監理

システム導入のため

研修に参加した。 

・競売、任売の事例デー

タ 32 件を収集分析し

た。 

・不動産担保評価管理

システム導入の研修

に参加した。 

 

 （1）③金融再生法開示債権の
保全状況の開示 

 

・自己査定委員会にお

いて自己査定システ

ムの精度を上げる開

示検証システムを開

発する。 
・信組情報センターの

不動産担保管理評価

システムを導入 

・保全状況の開示システ

ムの開発 
・保全状況の開示シス

テムの完成 
・不動産評価システム

を導入 
 
 
 

・保全状況の年間開示

を 15年 3月期より実
施した。 
・自己査定体制におけ

る委員会制度を採り

入れ機能を強化した。 
・当面の半期開示用シ

ステムは開発された。 

・マニュアルの統一化

については、半期開示

用システム導入と併

せ半期開示用マニュ

アルと手順書との最

終的な整合性のチェ

ックの段階にある。 

 

  

２.収益管理態勢の整備と収益力の
向上 

      

  （2） 信用リスクデータの  
蓄積、債務者区分と整合 
的な内部格付制度の構 
築、金利設定のための内 
部基準の整備等 

 

・格付と区分との整合性

を図り、法人格付制度

を完成させた後、個人

格付制度を導入 
・格付、区分に連動した

金利体系を構築 
 

・格付と区分との整合性

に向けた基準改定の

検討 
・格付遷移分析と倒産実

績分析に着手。 
・リスク金利体系の改定

と試行実施 

・個人信用格付システ

ムを導入 
・法人格付制度を定着

化させ取組方針、設

定金利の基準を改

定 

・法人信用格付は延

2,762 件実施した。 

・格付け遷移分析に着

手し、倒産発生状況デ

－タを収集した。 

・法人格付要綱の一部

変更を実施した。 

・リスク金利体系の改

定を実施した。 

・個人事業主信用格付

システムの早期導入

を図る。 

・法人格付要綱を一部

変更した。 

・リスク金利体系を改

定した。 

 



（大東京信用組合） 

スケジュール 進捗状況 備考 
項 目 具体的な取組み 

１５年度 １６年度 15年 4月～16年 9月 16年 4月～16年 9月 （計画の詳細） 
 ３.ガバナンスの強化       
  （2）①半期開示の実施 ・上部団体との意見交換

結果と業界基準を踏

まえ当組合の情報開

示基準を改定し、業界

基準に沿って平成１

５年９月期より半期

開示を定例化 

・９月期半期ディスク

ロージャー誌により

開示 
 

・以降定例化 
 
 
 
 
 

・「機能強化計画（要約

版）」をＨＰで公表 
・半期開示の実施に向け

た上部機関との意見

交換等を行い、当組の

情報開示基準(ﾃﾞｨｽｸﾛ
ｰｼﾞｬｰ・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)を改
定、「15年 9月期ﾐﾆﾃﾞ
ｨｽｸﾛ」を発行し、ＨＰ

への掲載も実施した。 

・平成 16 年 9 月期の半

期ディスクロージャ

ー誌は 11 月上旬から

中旬を目処にリレバ

ンの機能強化計画の

取組状況を組み入れ

るなど内容を一部変

更して開示する。 

・半期開示を定例化す

る態勢はできた。 

 

（2）②外部監査の実施対象の
拡大等 

・外部監査の対象に営業

店監査を加える 
・監査結果を内部監査へ

の充実を図るべく活

用 
 
 

・外部監査による営業店

監査･経営者との意見

交換会の実施 
・常勤監事と内部監査部

門及び顧問弁護士、公

認会計士、信組監査機

構とのコミュニケー

ション強化 

・継続実施 
 
 
 

・監査委員会を実施し

た。（15 年度：9 回、

16 年度：6回） 

・監査法人との意見交

換による役職員の意

識の向上を図った。 

・営業店監査を 4 店舗
実施した。 

・監査法人の営業店往

査における内部統制

に関する指導の改善

方法を検討した。 

 

（2）③総代の選考基準や選考
手続きの透明化、会員・組

合員の意見を反映させる

仕組み等の整備 
 

・上部団体の研究会検討

結果を踏まえ、意見反

映の仕組みの整備 
・これまで以上の役職員

の組織的訪問等によ

る紐帯強化 

・他協同組織金融機関の

取組事例等情報を収

集 
・総代評議員への組織的

訪問を実施 
 

・前年度実績施策を継

続 
・上部団体の研究会結

果を踏まえた規程

の改定 
 

・役員による総代・評議

員を中心とする約

380先への「ふれあい
訪問」を実施した。 
・店舗長によるディス

クロージャー誌の説

明訪問を実施し、意見

の汲み上げ、参画意識

の高揚を図った。 
・全信中協「基本問題委

員会」の資料に基づき

比較・分析した。 

・全信中協「基本問題委

員会」が取り纏め公表

した｢総代会の機能強

化に関する検討結果

について｣に基づき機

能強化策を検討した。

 

 

  

（2）④中央機関が充実を図る
個別金融機関に対する経

営モニタリング機能等の

活用方針 

・上部団体のモニタリン

グ並びに金融庁オフ

サイトモニタリング

の内容を経営に生か

す仕組みを構築 
・所管部署毎の対応レポ

ート策定による経営

への反映 

・上部団体との意見交換

と資料の見直し分析

に基づく活用方針を

策定 
 
 
 
 

・部策定の活用方針改

善策による機能強

化 
 
 
 
 

・全信組連の経営分析資

料活用し、独自の資料

として、上部団体へ提

出し、意見交換した。 
・オフサイトモニタリン

グ結果についても、略

分析及び報告体制が

できた。 

・フィードバック資料

を基に各部で、他組合

との比較分析し、経営

資料として活用した。 
・全信組連等の経営分

析還元資料を基に意

見交換を実施し、その

結果を経営に反映し

た。 

 



（大東京信用組合） 

スケジュール 進捗状況 備考 
項 目 具体的な取組み 

１５年度 １６年度 15年 4月～16年 9月 16年 4月～16年 9月 （計画の詳細） 
４.地域貢献に関する情報開示等       
 

 

 

（1）地域貢献に関する情報開
示 

・従来の開示に加えて全

信中協から示された

開示例に沿った開示

基準の作成 
・開示方法についてはホ

ームページも活用 
 

・１１月を目処に全信中

協が示した開示例に

沿ってミニディスク

ロージャー誌に掲載 
 
 

・従来からの開示方法

にホームページを

加え定期的に開示 
 
 
 

・当組合の「ディスクロ

ージャー・ガイドライ

ン」を加条・改正した。 
・地域貢献活動を半期

ディスクロージャー

誌に折り込み発行し、

ＨＰにも掲載した。 
・当組合のﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬ

ｰ・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを一部改

正し、「地域貢献に関

する情報開示」を開示

項目として追加した。

・平成 16 年 6 月ディス

クロージャー誌及び

ミニディスクロージ

ャー誌（Ｈ16.3 版）

を発行し、地域貢献活

動の状況を掲載した。

また同時にＨＰにも

掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（大東京信用組合） 

4.その他関連する取組み(別紙様式２) 

進捗状況 
項   目 具体的な取組み 

１５年４月～１６年９月 １６年４月～１６年９月 

Ⅰ．１.（2） 

企業の将来性や技術力

を的確に評価できる人

材の育成を目的とした

研修の実施 

・休日研修による意識高揚と能力ボトムアップ 

・全信中協、都信協が主催する研修への人材派遣 

・上記研修受講者を講師とする研修の実施 

・外部機関主催の専門的研修への人材派遣 

 

○単なる財務分析とは異なった｢目利き｣のできる

人材の育成。 

 

・ 15 年度は自主参加による休日研修を９回実施 

・ 16 年度上期は休日研修を 4回実施 

・ 外部研修に人員を派遣し、能力の向上に努め

た。「創業･新事業支援＆中小企業支援スキル

向上講座」「企業格付講座」「財務目利き実務研

会」「中小企業支援スキルアップ講座」 

・ 外部研修受講者を講師とする調査業務実施者

認定研修･休日研修等の内部研修実施 

・ 協同金融研究会「リレーションシップ・バンキ

ング行政を検証する」へ派遣 

・ 自主参加による休日研修を上期に 4回開催 

・ 外部研修に人員を派遣し、能力の向上に努めた。 

全信中協｢企業格付講座｣本部職員 1名派遣。 

全信中協「創業・新事業支援＆中小企業支援スキ

ル向上講座」本部職員 1名派遣 

・ 外部研修受講者は、調査業務実施者認定研修・休

日研修等の内部研修実施時に講師として、その知

識を活用している。 

Ⅰ．２.（4） 

中小企業支援スキルの

向上を目的とした研修

の実施 

・休日研修等による職員のレベルアップ研修の実施

・融資渉外を対象とするＦＰ資格取得の奨励 

・全信中協、都信協主催の中小企業支援スキルアッ

プ講座への人材派遣 

・外部講師による資産査定を中心とした研修の実施

 

○取引先の多様なニーズに応えられるよう職員の

企業に対する相談等の企業支援スキルの向上を

目指す。 

・ 階層別のレベルアップ休日研修を実施 

・ 窓口担当者を対象に実務研修を実施 

・ 融資担当者の本部融資部トレーニーを実施 

・ 企業再生に向けた店長席研修会を実施 

・ 事業再生企業における｢健全化計画｣をメイン

とした店長席研修会を実施 

・ 15 年 4 月よりＦＰ資格の取得奨励を開始し、

２級ＦＰ技能士検定用通信講座を採用 

・ 「創業･新事業支援＆中小企業支援スキル向

上講座」へ派遣。 

・ 「中小企業支援スキルアップ講座」へ派遣。 

・ 新入職員の入組前研修、入組後「新入職員営

業基礎研修」および｢新入職員融資事務基礎研

修｣を実施 

・ 階層別のレベルアップ休日研修を実施 

・ 自主参加｢休日研修｣を実施し、延べ 545 名が参加 

営業店融資業務担当者を対象に、｢本部融資部ト

レーニー研修｣を 2回実施し、4名が受講 

事業再生企業における『健全化計画』をメインと

した「店長席研修会」を実施し、107 名が受講 

・ 「創業･新事業支援＆中小企業支援スキル向上講

座」へ 1 名、「中小企業支援スキルアップ講座」

へ 10 名派遣 

・ 新入職員の早期戦力化をはかるため「新入職員営

業事務基礎研修」「新入職員融資事務基礎研修」

を行い、延べ 27 名が受講 

・ 70 名が 2級ＦＰ技能士検定用通信教育を受講 

Ⅰ．３.（7） 

企業再生支援に関する

人材(ターンアラウン

ド･スペシャリスト)の

育成を目的とした研修

の実施 

・全信中協を中心とする各種研修会への人材派遣 

・外部専門家(公認会計士、弁護士、コンサルタン

ト等)による教育、研修の実施 

・ＣＦﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力向上に資する各種研修への参加

と内部研修の実施 

・ 全信中協主催「企業再生支援講座」へ派遣 

・ 事業再生実務家協会主催「中小企業の元気塾ど

うする事業再生」の研修会へ派遣 

・ 外部講師による研修を実施 

（15 年度は企業実態把握のポイント･企業の

定性的側面の判断ポイント、16 年度は事業

再生企業における｢健全化計画｣をメインに

開催した） 

・ 融資問題研究会主催の研修会へ派遣。 

・ 監査法人による｢減損会計セミナー｣の実施 

・ 16 年度より資産査定実施者をライセンス制

とし、上期｢資産査定ライセンス研修｣を実

施し 117 名を仮認定した。 

・ 減損会計に関する勉強会を 3回実施 

・ 資産査定実施者をライセンス制とし、「資産査

定ライセンス研修」を実施し 117 名を仮認定し

た。 

・ 公認会計士を講師とした事業再生企業における

「健全化計画」をメインとした店長席研修会を

実施し、107 名が受講した。 

・ 全信中協主催「企業再生支援講座」へ下期 2

名派遣申込済。 

・ 外部の講師による減損会計に関する研修会を

3回実施し、職員のレベルアップを図った。 

 



（大東京信用組合） 

 
項   目 具体的な取組み 

                 進捗状況

１５年４月～１６年９月 １６年４月～１６年９月 

 

Ⅱ．５. 

法令遵守（コンプライア

ンス）行員による横領事

件等、金融機関と顧客等

とのリレーションシッ

プに基づく信頼関係を

阻害するおそれがある

問題の発生防止 

 

 

・本部各部に法務担当者を特定し、その内常任委員

により構成する法務部会の創設 

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰの一層の啓蒙、充実に資する研

修の実施 

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾏﾆｭｱﾙ等の適時見直し 

・不祥事、トラブル等に係る第一報システムの徹底

・金融内部監査人有資格者による内部監査に関する

研修の実施 

 

○金融機関は他の業界にもまして、法令等の遵守が

強く求められる。形式の整備ではなく、役職員全

員の認識と実効の上がる体制を整備する。 

・ コンプライアンス体制の構築 

① 理事長直轄部署である業務監理部内に法務

部門を設置 

② 各部店に有資格者のオフィサーを配置 

③ 業務監理部所管法務部会において、金融庁

「監督ハンドブック」に基づく「個人情報

保護法」並びに「与信取引における説明責

任態勢」について検討を開始 

④ 情報管理態勢強化の徹底を図った。 

・ 規程の整備 

① コンプライアンス・マニュアルとプログラ

の改定と事務ガイドラインと「中小・地域

金融機関向けの総合的な監督指針」の周知

徹底 

・ 研修と啓蒙活動の強化 

① 店舗長会・本部集合研修を通してコンプラ

イアンスの重要性についての研修とフォ

ローアップの実施 

② コンプライアンス・チェックシートの制定

③ 相談・苦情対応と問題発生報告のシステム

化 

④ 「お客様相談室」を設置と相談・苦情・商

品説明の専用窓口を開設 

① 問題発生時（苦情・不祥事件等）の報告ラ

インをシステム化 

･ 金融内部監査士資格の取得にチャレンジ 

内部統制を重視した体制構築のため、監査部

門を中心に日本監査協会（ⅡＡ）主催の金融

内部監査士資格取得を奨励 

・ コンプライアンス体制の構築 

①「監督ハンドブック」に基づく「個人情報保護

法」並びに「与信取引における説明責任態勢」

について検討 

② 情報管理態勢強化の徹底を図った。 

・ 規程の整備 

① コンプライアンス・マニュアルとプログラム

を 4月に改定 

② 事務ガイドラインと「中小・地域金融機関向

けの総合的な監督指針」を周知徹底した。 

・ 研修と啓蒙活動の強化 

① 店舗長会・本部集合研修を通してコンプライ

アンスの重要性について研修とフォローア

ップを実施 

② コンプライアンス・チェックシートを制定

し、年 3回の店内検査で実施・報告させるこ

とで、啓蒙・牽制機能を強化した。 

・ 相談・苦情対応と問題発生報告のシステム化 

「お客様相談室」をホームページに掲載し、苦

情・トラブル・相談の受付窓口を公開した。 

･ 金融内部監査士資格の取得にチャレンジ 

内部統制を重視した体制構築のため、監査部門を

中心に日本監査協会（ⅡＡ）主催の金融内部監査

士資格取得を奨励 

 

（備考）別紙様式１による個別項目の計画数・・・２５項目 


